
SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム
2020年度公募

[シナリオ創出フェーズ][ソリューション創出フェーズ]

【制度・事業のご説明】

令和２年４月

戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）



科学技術振興機構（JST）のご紹介
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■ 知の創造と経済・社会的価値への展開

■ 未来共創の推進と未来を創る人材の育成

•研究成果最適展開支援プログラム(A-STEP)
•大学発新産業創出プログラム（START）
•共創の場形成支援
（COI、リサコン、OPERA、
イノベハブ)

•地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）
戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）

•日本・アジア青少年サイエンス交流事業

•戦略的創造研究推進事業
新技術シーズ創出

先端的低炭素化技術開発

社会技術研究開発

戦略的な研究開発の推進

人材、知、資金の好循環システムの構築 国際共同研究・国際交流・科学技術外交の推進

未来の共創に向けた社会との対話・協働の深化
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青色LED
（2014ノーベル物理学賞）

情報基盤の強化

•科学技術情報連携・流通促進事業
•ライフサイエンスデータベース統合推
進事業

•次世代人材育成事業
- スーパーサイエンスハイスクール支援

- 科学技術コンテストの推進

- 大学等と連携した科学技術人材育成活動の実践・環境整備支援

・グローバルサイエンスキャンパス

・ジュニアドクター育成塾

・女子中高生の理系進路選択支援プログラム

未来を創る次世代イノベーション人材の重点的育成

未来社会に向けたハイインパクトな研究開発の推進

•未来社会創造事業
•ムーンショット型研究開発制度の創設

■ 未来を共創する研究開発戦略の立案・提言

研究開発戦略センター（CRDS） 中国総合研究・さくらサイエンスセンター（CRSC)

低炭素社会戦略センター（LCS）

•研究人材キャリア情報活用支援事業
• プログラム・マネージャー（PM）の育成・活躍推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
•研究公正推進事業

イノベーションの創出に資する人材の育成

•未来共創推進事業

研究開発戦略立案のための情報基盤システム整備

新しい高温超電導物質の発見
【東京工業大学教授細野秀雄】

ヒトiPS細胞を樹立
（2012ノーベル生理学・医学賞）
【京都大学教授山中伸弥】

2020年度予算 1241億円
（1225億円）

2020年度予算 1241億円
（1225億円）
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持続可能な開発目標（SDGs）とは

http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/

「誰ひとり置き去りにしない」 “No one will be left behind.”

関係者の自発的な対応を重んじてはいるが、2030年までに達成する時限付の
目標であり、柔軟かつ迅速に対応する必要がある。

全ての国の目標
（＝ユニバーサリティ）

17ゴールと169ターゲット
は、包括的で、互いに関連して
いる。
達成すべき目標を世界共通の
枠組みとして提示し、多様な
主体の取組をモニタリング、
評価をしていくバックキャス
ティング方式。

⇒ JST戦略的創造研究推進事業(社会技術研究開発)において、2019年
度より、「SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム（SOLVE
for SDGs）」が発足された。



・ 「直面する課題」への取り組み
「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための2030アジェンダ（通称：2030アジェンダ。2015年9月

第70回国連総会にて採択。）」にて17の持続可能な開発のための目標と169のターゲットが発表されている。
2030アジェンダには「直面する課題」として貧困、不平等、ジェンダー不平等、環境の悪化、失業、天然資源の

減少、気候変動、自然災害などが挙げられている。

・科学技術イノベーション
科学技術イノベーションには、重要な実現手段として目標達成に向けた貢献が求められる。
持続可能な開発のための2030アジェンダでは、科学技術イノベーションは人間の進歩を加速化させ、デジタルデ

バイドを埋め、知識社会を発展させる大きな潜在力を有する旨が主張されている。

・共創による研究開発
SDGsの達成に向けて、社会課題を特定し科学技術イノベーションを手段とした解決策を創出するには、
「社会課題に国内の地域で取り組んでいる人」と「自らの技術シーズを社会課題への取り組みに活用したい人」

が手を組み、共創による研究開発を行うことが重要と考える。

4

本プログラムの背景
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・ソリューション（解決策と事業計画）の創出
本プログラムでは、研究開発の提案を募集し、研究開発プロジェクトとして選定する。研究開発プ

ロジェクトでは解決策と事業計画からなるソリューションの創出を目標とする。

－解決策
研究開発プロジェクトでは、国内の地域において社会課題を特定し、その解決策を実証する。国

内の地域において実証された解決策は、研究開発プロジェクトが終了した後に、さらに他地域にも
広く展開可能なものであり、さらにはSDGsの達成に向けたものであることが求められる。

－事業計画
研究開発プロジェクトが終了した後に引き続き社会課題に取り組み解決策を実現し、他地域に

展開し、SDGsの達成を目指すための事業計画を策定する。

本プログラムの目標
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具体的な社会課題を解決するための取り組みそのものが対象

・社会課題の解決のために活用する技術
シーズ※が既にあることが必須条件。

・従って、技術シーズの研究開発そのもの
は対象にはならない。

・また、最終的に社会課題の解決に寄与
する活動であっても、ソフトウェアや機器
類の商品化、企業化のみを追究する活
動は対象にならない。

社会課題の解決

研究開発前の資源

（社会課題に関わるステークホルダー、技術シ
ーズ、社会課題解決のアイデア、など）

対象とする
研究開発

商品化
（企業化）

対象のイメージ

本プログラムが対象とする研究開発

※本プログラムは自然科学に基づく技術シ
ーズを想定していますが、選考においては
自然科学の定義の多様性を考慮します。
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〔補足〕

・ SDGsの達成には科学技術イノベーションが重要な手段になるが、最先端
の科学技術が唯一のイノベーションの原動力ではなく、既存の技術や様々
な知見を活用し、社会課題の解決を図ることも有効なアプローチであること
にも留意。

・ 本プログラムにおける技術シーズとは…
用途が想定された科学技術の研究開発成果であり社会の中で可能性

試験ができる段階にあるものとする。

本プログラムが対象とする研究開発
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ソリューション創出
フェーズ

ソリューション（ＳＤ
Ｇｓ達成のための解決
策および事業計画）を
創出

・地域での実証試験
・事業計画の策定
・他地域展開の準備

（適用可能条件、環境
設定の提示など）

シナリオ創出
フェーズ

シナリオ（ＳＤＧｓ達
成の構想）を創出
・対話・協働
・地域での可能性試験
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公募

・ＳＤＧｓ達成
のアイデア

公募
・シナリオ

評
価※

プロジェクトの規模
・研究開発期間
原則２年

・研究開発費（直接経費）
６百万円程度／年

プロジェクトの規模
・研究開発期間
原則３年

・研究開発費（直接経費）
２３百万円程度／年

事
業
計
画
の
実
行
・
他
地
域
へ
の
展
開

研究者と社会課題に取り組む当事者が一緒に研究開発を実施

本プログラムのしくみ

※ステージゲートではなく、ソリューション創出
フェーズへ再度応募が必要



ソリューション創出
フェーズ

ＳＤＧｓ達成のため
の解決策と事業計画
を策定

シナリオ創出
フェーズ

シナリオ（ＳＤＧｓ
達成の構想）を創出
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ステークホルダーとの共創
（自然科学・人文社会科学系研究者・NPO・自治体・住民・企業・金融機関・アカデミア・研究機関含む)

国連のプラットフォーム
（オンラインプラットフォーム：
Online Platform for Technology 

Facilitation Mechanism 等）

事業計画の実行、
他地域への展開 ＥＳＧ投資

の誘引

各研究開発プログラム

内閣府「SDGs未
来都市」への貢
献

【申請者】

・研究代表者：研究開発の責任者（大学、ＮＰＯ、一般社団法人、企業、等）
・協働実施者：社会課題に取り組む当事者の代表（ＮＰＯ、一般社団法人、自治体、企業 等）

プログラム総括、
アドバイザー、等

・ハンズオン支援
・プロジェクトの評価

研究代表者

協働実施者

若手研究者、
女性研究者

研究開発プロジェクト実施におけるおもなステークホルダー

若手研究者、
女性研究者 若手研究者、

女性研究者
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・創出されたソリューションを成果の担い手が引き継ぎ、特定地域への定
着を図る。

・海外を含め、他地域へ展開する活動を通じて地域レベルでの実績を積
み重ね、SDGsの達成につなげる。

また、
・国連のプラットフォーム（オンラインプラットフォーム；Technology 

Facilitation MechanismのOnline Platform等）で展開
・ESG投資の誘引
・内閣府「SDGs未来都市」の取り組みの後押し
・他の研究開発事業などにつながることも期待

プログラムでの研究開発が終了後のビジョン



研究開発プロジェクトの実施体制、提案者要件
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・研究開発全体に責務を負い、推進することができる人物であることが要件
・社会課題に向けて、研究者（自然科学および人文学/社会科学研究者）協働実施者

の共同実施体制を構築

・協働実施者は創出されるソリューションの受け手となることを想定

研究代表者〔研究開発の責任者〕

協働実施者〔社会課題に取り組む当事者の代表〕

研究代表者と協働実施者は研究開発チームを統括し、リーダーシップをもって自らプロジェクトを推進
提案にあたっての最小体制として、研究代表者と協働実施者が2名が必要。

・研究代表者もしくは協働実施者の所属機関は大学等であることが条件

〔参考〕大学等：以下に掲げる研究機関の総称
ア 国立大学法人、公立大学、私立大学等の学校法人
イ 国公立研究機関、公設試験研究機関、独立行政法人などの公的

研究機関（独立行政法人国立高等専門学校機構を含む）
ウ 公益法人等の公的性格を有する機関であって、ＪＳＴが認めるもの
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研究開発プロジェクトは、社会課題に取り組むために必要なステークホ
ルダーにより組織される。

〔参考〕ステークホルダーの例：
自然科学の研究者、人文学の研究者、社会科学の研究者、非

営利組織（NPO法人、一般社団法人など）、自治体、住民、企
業、金融機関など

研究開発プロジェクト
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研究開発の規模：研究開発期間 原則３年、研究開発費（直接経費）年間23百万円程度
・可能性試験の結果を基にして、社会課題の解決策の有効性を示す実証試験を地域において行う。
・実証試験の実施と同時に、シナリオを基にして、社会課題の解決策を実現する事業計画を策定し、

他地域での適用可能条件や環境設定を含むソリューションを創出する。

研究開発の進捗に応じて適切な支援を行うため、２つのフェーズを設定する。
いずれかのフェーズに1件のみ応募可能

研究開発の規模：研究開発期間 原則２年、研究開発費（直接経費）年間6百万円程度
・対話と協働により、社会課題の特徴抽出、ボトルネック分析、明確化を行う。
・社会課題を解決する新たな社会システムを想定して、国内の地域における事業構想作成のための

可能性試験を行う。
・可能性試験の結果を踏まえて、SDGs達成の事業構想（シナリオ）を創出する。

注：直接経費とは、研究開発プロジェクトの実施に直接的に必要な経費をいう。

シナリオ創出フェーズ（採択予定件数：８件程度）

ソリューション創出フェーズ（採択予定件数：４件程度）

研究開発のフェーズ



採択予定件数・研究開発費
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・シナリオ創出フェーズ
採択予定件数：8件程度
研究開発費（直接経費）：～6百万円程度／12ヶ月

・ソリューション創出フェーズ
採択予定件数：4件程度
研究開発費（直接経費）～23百万円程度／12ヶ月

・ 研究開発費については、初年度、最終年度は6ヶ月分を目安に積
算していただきます。

・ 採択予定件数はあくまでも目安です。
・ 間接経費は、直接経費の30％（上限）として措置



15

事業構想（シナリオ）

位置づけ：

「シナリオ創出フェーズでの研究開発成果」
および

「ソリューション創出フェーズへの申請書類」

構成：
1. 目指すべき姿（ビジョン）

SDGsとの関係を含む

2. 解決策

3. 解決策の定着・他地域への展開実現の筋書き

4. 研究開発プロジェクトの目標



本プログラムの運営体制
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総括補佐

アウトリーチ活動、外部関与者との人的ネットワークの構築

研究開発プロジェクト（課題）の募集・選考、サイトビジット（現地視察）、
プログラム全体会議（研究開発実施者を含む合宿）等の実施

戦略会議等で研究開発プロジェクトの計画変更、統廃合も実施

̃プログラム総括のマネジメントのもと研究開発を推進̃
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・研究開発プロジェクトの研究者等の自主性・自律性を尊重しつつ、研究
開発プロジェクトの評価およびハンズオン支援を行う。

・研究開発実施場所訪問（サイトビジット）を重視して研究開発プロジェク
トの進捗を把握し、指導や助言を行う。

・研究開発活動や成果を公開し、ネットワーク構築の機会や外部の意見を
聴く機会を提供する

プログラム総括、総括補佐、アドバイザーの主な役割



18

川北 秀人
（IIHOE[人と組織と地球のための国際研究所] 代表）
奈良 由美子
（放送大学 教養学部 教授）

プログラム総括、プログラム総括補佐、プログラムアドバイザーにより運
営される。なお、必要に応じて外部有識者に意見を求める。

プログラム総括〔プログラムの運営責任者〕
関 正雄
（明治大学経営学部特任教授／損害保険ジャパン株式会社 CSR室

シニア アドバイザー）
プログラム総括補佐

●プログラム総括の補佐として任務の一部を代行

本プログラムの運営管理
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プログラムアドバイザー※

浅田 稔（大阪大学先導的学際研究機構共生知能システム研究センター

特任教授）

岩田 孝仁（静岡大学防災総合センター センター長／地域創造学環 教授）

窪田 順平（大学共同利用機関法人人間文化研究機構 理事）

河野 康子（一般財団法人日本消費者協会 理事）

田中 泰義（毎日新聞編集編成局くらし医療部 部長／日本環境ジャーナリ

ストの会 理事）

長澤 恵美子（一般社団法人日本経済団体連合会SDGs本部 統括主幹）

※令和2年3月現在
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プログラムアドバイザー

萩原 なつ子（立教大学社会学部 教授／21世紀社会デザイン

研究科教授／NPO法人日本NPOセンター 代表理事）

日比谷 潤子（国際基督教大学 学長）

平田 直（東京大学地震研究所地震予知研究センター センター長・

教授／国立研究開発法人防災科学技術研究所 首都圏レジリエンス

研究センター長）

藤江 幸一（横浜国立大学先端科学高等研究院 客員教授・研究戦略

企画マネージャー）

山内 幸治（NPO法人ETIC. 理事／事業統括ディレクター）

善本 哲夫（立命館大学経営学部 教授）



選考にあたっての主な視点
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＜シナリオ・ソリューション両フェーズ共通＞

(1) 趣旨に合致しており、目指すべき姿が明確
(2) SDGsの17ゴール、169ターゲットとの関連性
(3) 包摂性（誰一人取り残さない）
(4) KPI、PDCA
(5) ステークホルダー、協働体制
(6) 対象とする地域、これまでの活動
(7) 研究代表者と協働実施者
(8) 適切な資金計画
(9) コーディネーター
(10)成果の担い手、継続する計画と体制

公募要領４．８



選考にあたっての主な視点
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＜シナリオ創出フェーズ＞
(1) 目指すべき姿、共創の重要性の共有
(2) 対象とする社会課題の検討状況
(3) ネットワーク構築と活動状況
(4) 社会課題解決のためのアイデア
(5) 可能性試験の実施計画
(6) シナリオ創出の計画とその先の計画

＜ソリューション創出フェーズ＞
(1) 目指すべき姿、シナリオ、解決の筋道
(2) 技術シーズ
(3) 実証試験の実施計画
(4) コーディネーターと担い手の明確さ
(5) リスクヘッジ、マイルストーンを考慮した計画
(6) ソリューションの受益者と効果、展開可能性



選考にあたっての主な視点
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・評価項目
(1)目的
(2)方法
(3)効果

（加点要素）
・海外の機関との連携等、国際的な活動の広がりが期待できること
・若手や女性の研究者・実施者の積極的な登用が期待できること

（その他）
• ソリューション創出フェーズへの応募のうち、内容は概ね優れているものの社

会課題の分析状況、実証に向けた具体的な体制構築、研究開発の進捗
等が不十分と認められる提案については、シナリオ創出フェーズの研究開発
プロジェクトとして選定することがある。

• 昨年度採択に至らなかった提案の不採択理由の傾向については、公募要
領のQ＆Aを参照してください。



選考スケジュール
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最新の情報は提案募集ウェブサイトをご参照ください。

https://www.jst.go.jp/ristex/proposal/

提案書受付期限（※）
６月３日(水) 正午

※府省共通研究開発管理システム（e-Rad）での受付期限日時

書類選考期間 ６月（予定）

書類選考の結果通知 面接選考会の1週間前までに連絡（予定）

面接選考会
シナリオ創出フェーズ： ９月25日(金)、26日(土)
ソリューション創出フェーズ： 9月18日（金）

面談
（採択条件の説明）

シナリオ創出フェーズ：10月３日（土）、4日（日）
ソリューション創出フェーズ：９月28日（月）、29日（火）

10月3日（土）

選考結果の通知・発表 10月中（予定）

研究開発の開始 10月中（予定）
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募集内容について
制度・事業、提出書類の作
成・提出に関する手続き等

国立研究開発法人科学技術振興機構

社会技術研究開発センター（RISTEX）
「科学と社会」推進部
募集担当

E-mail：boshusolve@jst.go.jp
Tel: [公募全体・シナリオ創出フェーズ]について

「科学と社会」推進部 03-5214-7493
[ソリューション創出フェーズ]について
RISTEX企画運営室 03-5214-0133

Fax: 03-5214-8088
（電話受付：10:00～12:00・13:00～17:00／土日祝除く）
原則として電子メールでお願いします

府省共通研究開発管理システ
ム（e-Rad）について
実施機関・実施者の登録、
e-Radの操作方法等

e-Radヘルプデスク
Tel. 0570-066-877（ナビダイヤル）
（9:00～18:00／土曜日、日曜日、祝日、年末年始を除く）


